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株式会社みずほ銀行  

 

 

九州電力株式会社向け「トランジション・リンク・ローン」の 

アレンジャー就任について 

～本邦初となる産業競争力強化法にもとづく成果連動型利子補給制度の活用～ 

 

株式会社みずほ銀行（頭取：加藤 勝彦、以下「みずほ銀行」）は、このたび、九州電力株式

会社（代表取締役 社長執行役員：池辺 和弘、以下「九州電力」）に対するシンジケーション

方式の「トランジション・リンク・ローン（以下「TLL」）」のアレンジャー並びにストラクチ

ャリング・エージェントに就任しました。 

本TLLは、九州電力が産業競争力強化法にもとづく成果連動型利子補給制度（※1）（カーボ

ンニュートラル実現に向けたトランジション推進のための金融支援。以下「本制度」）を活用

するために申請していた事業適応計画（※2）が、本日、経済産業大臣の認定（※3）を受けた

ことにより、本制度を活用した本邦初のファイナンスです。 

 

TLLは、脱炭素社会実現に向け、脱炭素化・低炭素化を推進する企業の移行の取り組みを金融

機関として支援することを目的としたローンです。 

金融機関は、借入人のトランジション戦略と整合したサステナビリティ・パフォーマンス・

ターゲット（以下「SPTs」）を設定することで、借入人にトランジション戦略の実現に対する

インセンティブを与え、社会における脱炭素化・低炭素化を促進させることを目的としていま

す。 

 

九州電力は、本TLLのSPTsとして、九州電力が事業適応計画で設定した環境目標「サプライチ

ェーンGHG排出量（国内事業）を2030年度に65%削減（2013年度比）等」に基づく、サプライチ

ェーンGHG総排出量（国内事業）の期中目標を設定しています。 

本制度を活用し、SPTsを達成した場合、国から最大0.2%の利子補給を受けられる仕組みによ

り、トランジション戦略の実行をコミットします。 

 

なお、九州電力は「九州電力サステナブルファイナンス・フレームワーク（※4）」を策定し

ており、当該フレームワークおよび本TLLについてそれぞれ指定外部評価機関であるDNVビジネ

ス・アシュアランス・ジャパン株式会社より、トランジションファイナンスに係る各種基準等

への適合性についても認証を取得（※5）しています。 

 

 九州電力グループは、2019年6月に策定した「九電グループ経営ビジョン2030（※6）」のも

と、低炭素で持続的な社会の実現に向けて、再生可能エネルギー・原子力の活用による電源の

低炭素化や電化の推進に取り組んでいます。 



 

〈みずほ〉は、気候変動対応や脱炭素社会への移行など、持続可能な社会の実現に向けた  

取り組み（サステナビリティアクション）を強化しています。総合金融グループとしての知見

を活かし、脱炭素化に向けたお客さまの事業の強化・転換をサポートするため、ファイナンス

や助言、ソリューション提供に積極的に取り組んでいきます。 

 
＜本トランジション・リンク・ローンの概要（予定）＞ 

借   入   額 ：500 億円 

借    入    期  間 ：10 年間 

借  入  時 期 ：2022 年 11 月 

ア レ ン ジ ャ ー：みずほ銀行 

貸   付   人 ：みずほ銀行をアレンジャーとする国内金融機関 

ｽﾄﾗｸﾁｬﾘﾝｸﾞ･ｴｰｼﾞｪﾝﾄ ：みずほ銀行 

指定外部評価機関 ：DNV ビジネス・アシュアランス・ジャパン株式会社  

 

（※1）「産業競争力強化法にもとづく成果連動型利子補給制度」  

    https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/nintei_cn.html 

 

（※2）2050 年のカーボンニュートラル実現に向けた着実な CO2 削減のための取り組み 

（トランジション）を進める 10 年以上の計画。①カーボンニュートラル実現に向けた野

心的な目標が設定されているかどうか、②トランジション戦略が妥当なものであるか、

③モニタリング・レポーティングが適切に実施されるかどうか、および④競争力の強化

が見込まれるかどうかの４つの観点の要件を充足する必要がある。 

 

（※3）事業適応計画認定案件 

    https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/nintei_cn.html 

 

（※4）「九州電力サステナブルファイナンス・フレームワーク」 

https://www.kyuden.co.jp/var/rev0/0335/0048/ie98a6e0.pdf 

 

（※5）DNV ビジネス・アシュアランス・ジャパン株式会社のウェブサイト 

https://www.dnv.jp/about/overview/business_assurance.html 

 

（※6）「九電グループ経営ビジョン 2030」 

https://www.kyuden.co.jp/company_information_vision.html 

 

以 上 


